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[image: ]令和8年8月19日、こども家庭庁において「第15回子ども・子育て支援等分科会」が開催されました。本会議には本会の北野久美副会長（全国保育士会 会長）が委員として参画しています。
「子ども・子育て支援等分科会」は、「こども家庭審議会」のもとに設置される分科会で、主に「子ども・子育て支援法の施行に関する重要事項を調査審議」するとされています。令和4年度まで内閣府に置かれていた「子ども・子育て会議」の後継会議体です。
第15回子ども・子育て支援等分科会では、下記について、確認・協議が行われました。
	（１）こどもまんなか実行計画2026策定等について
（２）青少年のインターネット利用環境の整備について
（３）業務継続計画（BCP）について（令和8年熊本地震への対応等）
（４）保育政策関係の最近の動向について


本会からは、議題（１）、（２）に対し、提出資料に基づき下記内容を発言しています。提出資料については、別添PDFをご覧ください。
	（１）、（２）の議題に対して　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※事務局要約）
他委員と重なるが、園の類型に関わりなく、就学前の子どもの育ちのためには等しく質の高い支援が受けられることが、とても大事なことです。
今回、提出資料のなかで申し上げる事項として、働き方改革は早急に行うべき課題です。これは子どもの育ちとその家庭を支える側である保育士の働き方、双方を見直すということが重要です。例えば3 歳未満児については、事業主は3 歳に満たない子を養育する労働者に対して1 日の所定労働時間を原則６時間とする短時間勤務制度を講じなければならないとされていることから、保育標準時間を11 時間ではなく、8 時間にするという対応を検討ください。3 歳未満児に限らず、現状の11 時間開所や週6 日間の開所という、保育所側の開所のあり方に対しても検討いただきたいです。
人口減少地域において、過疎地には「特別地域保育体制確保対応加算」が示されていますが、過疎地指定のない自治体のなかにも、例えば定員20 名に満たない施設が地域によってはあります。そのような施設は過疎地指定がないために対象外となっていますが、対象になるように検討ください。
さらに、令和7 年度から1 歳児の配置基準が改善されましたが、子どもに向き合うための配置基準の改善であるにもかかわらず、職員配置とは直接的に関係のない要件（ICTの活用等）が課されています。この要件が現場ではネックになっているということも踏まえて、改善をしてください。
また、保育士がキャリアを積み上げて専門性を高めることが目的であるはずのキャリアアップ研修については、処遇改善が第一の目的になっており、受動的な受講になっている状況も散見されます。保育の質を向上させていくためには、自分自身のキャリアが自主的に組み立てられるようなキャリアアップ研修の仕組みというものを創っていただけるように見直してください。そしてキャリアアップ研修のみならず我が国全体の保育の質の担保をめざすためにも、研修の義務化というものを視野に入れていただき、その補助についても考慮していただきたいです。
10 月からカスタマーハラスメント防止措置が義務化されますが、保育施設においても、理不尽な要求を園に求めるカスハラ等の対策が必要です。そのために施設長が、カスハラ等から現場で働く職員を守る責任を果たすためには、施設長を必置化すると同時に、施設長の必修研修や資格等の要件などを定めることが必要ではないかと考えます。
最後に、こども誰でも通園制度に関しましては、短期・中期・長期の課題を整理して、
その課題に応じた精査を改めて行うことが必要です。



続いて、議題（３）業務継続計画（BCP）について（令和8年熊本地震への対応等）は、熊本の被災施設の訪問（既報：全保協ニュース№26-33）を踏まえて、下記の内容を発言しました。
	（３）の議題に対して 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※事務局要約）
私自身が北九州市におりますので、発災直後から熊本県とは連絡を取り合って、物資の支援、それから情報収集に努めてまいりました。さらに、8 月14 日に現地の被災園に行ったところ、津島淳内閣府副大臣も訪問されまして、その時にお話をさせていただいたことを改めて伝えます。
実際、大人である園長が園庭に這いつくばらないと怖かったというぐらいの地震の状況、また、園内の物などが倒れたりする状況のなかで、熊本の保育士たちが、大きな怪我を負わせず子どもたちを守ったことを、ぜひこの場でもお伝えをさせていただきたい。
そして、現場では保育士たちががんばりすぎているぐらいがんばっています。自らも被災者でありながら、毎日保育を実施しております。そのなかで、こども家庭庁と厚労省から発出された通知「令和8 年熊本地震の発生に伴う社会福祉施設等に対する介護職員等の派遣依頼について」では、施設間派遣の対象の表記が「介護職員等」となっており、この「等」の解釈として、「保育」まで入れていいという自治体と、「保育」が入っていない自治体があり、自治体によって認識が違っているという現状があります。
国の通知等で保育士が「等」という言葉でくくられていることによって、医療や介護と同様のエッセンシャルワーカーでありながらも、現場では柔軟な動きが取れない実態があります。国の通知のあり方を見直しつつ、被災した状況下における施設間の連携の仕方、支援のあり方等について、今回の経験を踏まえて総合的に考えていく必要があるのではないかと考えます。
加えて、BCP の重要性はとても認識しており、園の子どもや職員の人数、立地条件、
発生する災害の状況など、さまざまな条件下での課題があるなかで、BCP の作成にあたっては、一律の基準はあるものの、各園が柔軟に対応していかなければならない。こうした状況等や、さきほどの施設応援のあり方も含めて、BCP については実態に即した形になればと考えます。
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自動的に生成された説明]意見書の詳細および会議のアーカイブ動画はこども家庭庁ホームページにて、公開されていますのでご覧ください。
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